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(57)【要約】
【課題】　ゴム重量が不均一になることを抑制すること
ができるタイヤを提供する。
【解決手段】　タイヤにおいては、平行部は、第２端部
の断面積と同じ断面積である標準部と、第１端部側に配
置され、標準部の断面積より小さい断面積である小形部
と、を備え、平行部の第１端部と第２端部とのタイヤ周
方向の位置は、同じであり、傾斜部の一部は、小形部の
一部と重なるように配置され、傾斜部がタイヤ幅方向の
所定の列に位置するゴム体積は、小形部が同じ長さの標
準部に対して不足するゴム体積と同じである。
【選択図】　図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより形成されるゴム部を備えるタ
イヤであって、
　前記リボンゴムは、
　第１端部が前記リボンゴムの端部であり、タイヤ幅方向の所定の列を構成すべく、タイ
ヤ周方向と平行に配置される平行部と、
　第１端部が前記平行部の第２端部と連結され、タイヤ幅方向の前記所定の列からその隣
の列に亘って、タイヤ周方向に対して傾斜して配置される傾斜部と、
を備え、
　前記平行部は、前記第２端部の断面積と同じ断面積である標準部と、前記第１端部側に
配置され、前記標準部の断面積より小さい断面積である小形部と、を備え、
　前記平行部の前記第１端部と前記第２端部とのタイヤ周方向の位置は、同じであり、
　前記傾斜部の一部は、前記小形部の一部と重なるように配置され、
　前記傾斜部がタイヤ幅方向の前記所定の列に位置するゴム体積は、前記小形部が同じ長
さの前記標準部に対して不足するゴム体積と同じである、タイヤ。
【請求項２】
　前記小形部の断面形状は、前記小形部の断面積が前記平行部の前記第１端部から前記標
準部に向けて次第に大きくなるように、前記標準部の断面形状と相似形状である、請求項
１に記載のタイヤ。
【請求項３】
　前記平行部は、巻き始端が前記リボンゴムの巻き始端であり、タイヤ幅方向の所定の列
を構成すべく、タイヤ周方向と平行に配置され、
　前記傾斜部は、巻き始端が前記平行部の巻き終端と連結され、巻き方向においてタイヤ
幅方向の前記所定の列からその隣の列に向かって、タイヤ周方向に対して傾斜して配置さ
れ、
　前記傾斜部の一部は、タイヤ径方向の外側から覆うように、前記小形部の一部と重なる
、請求項１又は２に記載のタイヤ。
【請求項４】
　前記傾斜部は、巻き方向においてタイヤ幅方向の前記隣の列から前記所定の列に向かっ
て、タイヤ周方向に対して傾斜して配置され、
　前記平行部は、巻き始端が前記傾斜部の巻き終端と連結され、タイヤ幅方向の前記所定
の列を構成すべく、タイヤ周方向と平行に配置され、そして、巻き終端が前記リボンゴム
の巻き終端であり、
　前記傾斜部の一部は、タイヤ径方向の外側から覆われるように、前記小形部の一部と重
なる、請求項１又は２に記載のタイヤ。
【請求項５】
　タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより形成されるゴム部を備えるタ
イヤの製造方法であって、
　断面形状が一定である前記リボンゴムを成形するように、ゴムを押し出すことと、
　回転する巻付部に、押し出されて成形された前記リボンゴムを巻き付けることと、を含
み、
　前記リボンゴムを引き伸ばすために前記リボンゴムに付加する引張力を変更することで
、前記巻き付けられるリボンゴムの断面積を変更する、タイヤの製造方法。
【請求項６】
　前記リボンゴムに付加する引張力を変更すべく、前記巻付部の回転速度を変更する請求
項５に記載のタイヤの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより形成されるゴム部
を備えるタイヤ、及び、該タイヤの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、タイヤとして、タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより形成さ
れるゴム部を備えるタイヤが、知られている（例えば、特許文献１）。具体的には、未加
硫のリボンゴムを螺旋状に巻かれたゴム部を備える未加硫タイヤを、加硫することで、加
硫タイヤが形成される。
【０００３】
　ところで、リボンゴムがタイヤ幅方向の外側１列目から巻かれている場合には、タイヤ
幅方向の外側１列目において、リボンゴムが重なることで、ゴムの余剰箇所が発生する。
特許文献１に係るタイヤにおいては、リボンゴムの端部が斜めに形成されているが、それ
でもなお、タイヤ幅方向の外側１列目のゴム重量が、タイヤ周方向において、不均一にな
る。これにより、例えば、ＲＦＶ（Radial Force Variation）が大きくなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－７３１７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、課題は、ゴム重量が不均一になることを抑制することができるタイヤ及びタイ
ヤの製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　タイヤは、タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより形成されるゴム部
を備えるタイヤであって、前記リボンゴムは、第１端部が前記リボンゴムの端部であり、
タイヤ幅方向の所定の列を構成すべく、タイヤ周方向と平行に配置される平行部と、第１
端部が前記平行部の第２端部と連結され、タイヤ幅方向の前記所定の列からその隣の列に
亘って、タイヤ周方向に対して傾斜して配置される傾斜部と、を備え、前記平行部は、前
記第２端部の断面積と同じ断面積である標準部と、前記第１端部側に配置され、前記標準
部の断面積より小さい断面積である小形部と、を備え、前記平行部の前記第１端部と前記
第２端部とのタイヤ周方向の位置は、同じであり、前記傾斜部の一部は、前記小形部の一
部と重なるように配置され、前記傾斜部がタイヤ幅方向の前記所定の列に位置するゴム体
積は、前記小形部が同じ長さの前記標準部に対して不足するゴム体積と同じである。
【０００７】
　また、タイヤにおいては、前記小形部の断面形状は、前記小形部の断面積が前記平行部
の前記第１端部から前記標準部に向けて次第に大きくなるように、前記標準部の断面形状
と相似形状である、という構成でもよい。
【０００８】
　また、タイヤにおいては、前記平行部は、巻き始端が前記リボンゴムの巻き始端であり
、タイヤ幅方向の所定の列を構成すべく、タイヤ周方向と平行に配置され、前記傾斜部は
、巻き始端が前記平行部の巻き終端と連結され、巻き方向においてタイヤ幅方向の前記所
定の列からその隣の列に向かって、タイヤ周方向に対して傾斜して配置され、前記傾斜部
の一部は、タイヤ径方向の外側から覆うように、前記小形部の一部と重なる、という構成
でもよい。
【０００９】
　また、タイヤにおいては、前記傾斜部は、巻き方向においてタイヤ幅方向の前記隣の列
から前記所定の列に向かって、タイヤ周方向に対して傾斜して配置され、前記平行部は、
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巻き始端が前記傾斜部の巻き終端と連結され、タイヤ幅方向の前記所定の列を構成すべく
、タイヤ周方向と平行に配置され、そして、巻き終端が前記リボンゴムの巻き終端であり
、前記傾斜部の一部は、タイヤ径方向の外側から覆われるように、前記小形部の一部と重
なる、という構成でもよい。
【００１０】
　また、タイヤの製造方法は、タイヤ周方向に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴムにより
形成されるゴム部を備えるタイヤの製造方法であって、断面形状が一定である前記リボン
ゴムを成形するように、ゴムを押し出すことと、回転する巻付部に、押し出されて成形さ
れた前記リボンゴムを巻き付けることと、を含み、前記リボンゴムを引き伸ばすために前
記リボンゴムに付加する引張力を変更することで、前記巻き付けられるリボンゴムの断面
積を変更する。
【００１１】
　また、タイヤの製造方法は、前記リボンゴムに付加する引張力を変更すべく、前記巻付
部の回転速度を変更する、という方法でもよい。
【発明の効果】
【００１２】
　以上の如く、タイヤ及びタイヤの製造方法は、ゴム重量が不均一になることを抑制する
ことができる、という優れた効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、一実施形態に係るタイヤのタイヤ子午面における要部断面図である。
【図２】図２は、同実施形態に係るタイヤを成形するための製造設備の概略図である。
【図３】図３は、同実施形態に係るリボンゴムの斜視図である。
【図４】図４は、同実施形態に係るタイヤのリボンゴムの巻き付け状態を説明する斜視図
である。
【図５】図５は、同実施形態に係るタイヤのリボンゴムの巻き付け状態を説明する正面図
である。
【図６】図６は、比較例に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図である。
【図７】図７は、比較例に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図である。
【図８】図８は、図４及び図５に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図で
ある。
【図９】図９は、同実施形態に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図であ
る。
【図１０】図１０は、同実施形態に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図
である。
【図１１】図１１は、同実施形態に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図
である。
【図１２】図１２は、同実施形態に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図
である。
【図１３】図１３は、同実施形態に係るリボンゴムの巻き付け状態を説明する要部正面図
である。
【図１４】図１４は、さらに他の実施形態に係るタイヤを成形するための製造設備の概略
図である。
【図１５】図１５は、さらに他の実施形態に係るタイヤを成形するための製造設備の概略
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、タイヤにおける一実施形態について、図１～図１３を参酌して説明する。なお、
各図（図１４及び図１５も同様）において、図面の寸法比と実際の寸法比とは、必ずしも
一致しておらず、また、各図面の間での寸法比も、必ずしも一致していない。
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【００１５】
　図１に示すように、本実施形態に係るタイヤ１は、ビード２ａを有する一対のビード部
２と、各ビード部２からタイヤ径方向Ｄ２の外側に延びるサイドウォール部３と、一対の
サイドウォール部３のタイヤ径方向Ｄ２の外端部に連接され、トレッド面を構成するトレ
ッド部４とを備えている。本実施形態においては、タイヤ１は、内部に空気が入れられる
空気入りタイヤであって、リム１００に装着される。
【００１６】
　図１において、タイヤ幅方向Ｄ１は、左右方向である。また、タイヤ径方向Ｄ２は、タ
イヤ１の直径方向であり、タイヤ周方向Ｄ３（図１において図示していない）は、タイヤ
回転軸周りの方向である。なお、図１において、タイヤ径方向Ｄ２のうち、紙面と平行で
あるタイヤ径方向Ｄ２は、上下方向である。また、タイヤ赤道面Ｓ１は、タイヤ回転軸に
直交する面で且つタイヤ幅方向Ｄ１の中心に位置する面であり、タイヤ子午面は、タイヤ
回転軸を含む面で且つタイヤ赤道面Ｓ１と直交する面である。
【００１７】
　タイヤ１は、一対のビード２ａ，２ａの間に架け渡されるカーカス層５と、カーカス層
５の内側に配置され、空気圧を保持するために、気体の透過を阻止する機能に優れるイン
ナーライナー６とを備えている。カーカス層５及びインナーライナー６は、ビード部２、
サイドウォール部３、及びトレッド部４に亘って、タイヤ内周に沿って配置されている。
【００１８】
　カーカス層５は、本実施形態においては、１つのカーカスプライ５ａで構成されている
。該カーカスプライ５ａは、ビード２ａを巻き込むようにビード２ａの周りで折り返され
ている。また、ビード部２は、外表面を構成すべく、カーカスプライ５ａのタイヤ幅方向
Ｄ１の外側に配置されるリムストリップゴム２ｂを備えている。そして、サイドウォール
部３は、外表面を構成すべく、カーカス層５のタイヤ幅方向Ｄ１の外側に配置されるサイ
ドウォールゴム３ａを備えている。
【００１９】
　トレッド部４は、地面と接するトレッド面（接地面）を構成すべく、カーカス層５の外
周側に配置されるトレッドゴム７と、カーカス層５の外周側で且つトレッドゴム７の内周
側に配置されるベルト層８とを備えている。本実施形態においては、ベルト層８は、二層
のベルトプライ８ａ，８ｂを備えている。また、本実施形態においては、トレッドゴム７
のタイヤ幅方向Ｄ１の端部は、サイドウォールゴム３ａの端部に積層されている。即ち、
本実施形態に係るタイヤ１は、サイド・オン・トレッドの構造である。
【００２０】
　ところで、タイヤ１は、タイヤ回転軸周りにタイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻かれ
たリボンゴムにより形成されるゴム部を備えている。本実施形態においては、当該ゴム部
は、トレッドゴム７としている。そこで、まず、ゴム部を成形する成形装置７０について
、図２を参酌して説明する。
【００２１】
　図２に示すように、成形装置７０は、ゴムを押し出す押出部７１と、押出部７１から押
し出されて形成される紐状のリボンゴム１０が巻き付けられる巻付部７２とを備えている
。また、成形装置７０は、押出部７１及び巻付部７２を制御する制御部７３を備えている
。
【００２２】
　押出部７１は、リボンゴム１０の断面形状が一定の形状となるように、ゴムを押し出し
ている。そして、押出部７１は、単位時間当たりのゴムの押し出し量が一定となるように
、ゴムを押し出している。
【００２３】
　巻付部７２は、円柱状に形成されており、軸周り（回転方向Ｄ４）に回転可能である。
これにより、巻付部７２は、回転することで、押し出されて成形されたリボンゴム１０が
外周部に巻き付けられる。また、巻付部７２は、押出部７１に対して、軸方向に相対変位
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可能である。本実施形態においては、巻付部７２が、軸方向に移動可能である。
【００２４】
　なお、タイヤ周方向Ｄ３のうち、リボンゴム１０が巻かれて進む方向は、巻き方向Ｄ３
１という。本実施形態においては、巻き方向Ｄ３１は、タイヤ周方向Ｄ３のうち、巻付部
７２の回転方向Ｄ４と反対方向である。
【００２５】
　制御部７３は、押出部７１を制御することにより、リボンゴム１０の押し出し量や、リ
ボンゴム１０の状態（例えば、温度等）を制御している。また、制御部７３は、巻付部７
２を制御することにより、巻付部７２の回転速度や、押出部７１に対する巻付部７２の位
置を制御している。
【００２６】
　図３に示すように、リボンゴム１０は、断面積が一定である標準部１１と、標準部１１
の断面積より小さい断面積である小形部１２とを備えている。なお、該標準部１１の断面
積が一定であるとは、断面積が完全に同じことだけでなく、略同じことも含んでおり、例
えば、断面積を変更することを意図していない製造上の差異分を含んでいる。本実施形態
においては、該標準部１１の断面積が一定であるとは、例えば、設計上の標準の断面積に
対して±１０％程度の範囲を含んでいる。
【００２７】
　本実施形態においては、小形部１２は、リボンゴム１０の長さ方向の端部１０ａ，１０
ｂ側のみにそれぞれ配置されている。即ち、標準部１１は、リボンゴム１０の長さ方向に
おいて、一対の小形部１２，１２の間に配置されている。そして、小形部１２の断面形状
は、標準部１１の断面形状と相似形状である。なお、「相似形状」とは、完全に相似であ
る形状だけでなく、略相似である形状も含んでおり、例えば、肉眼で観察したときに、一
見して相似という感性を与える形状を含んでいる。
【００２８】
　リボンゴム１０の断面積は、端部１０ａ，１０ｂから次第に大きくなり、所定の境界位
置１３で標準部１１となる。例えば、リボンゴム１０の端部１０ａ，１０ｂ（小形部１２
の先端）の断面積は、リボンゴム１０の標準部１１（小形部１２の基端）の断面積の１０
～６０％であり、好ましくは、２０％～５０％であり、本実施形態においては、５０％と
している。
【００２９】
　本実施形態においては、リボンゴム１０の断面形状は、幅方向中央部が最大の厚みで、
該中央部から両側端に向かって厚みが次第に薄くなる略三角形状としている。斯かる断面
形状（標準部１１の断面形状）においては、幅寸法が５～５０ｍｍであり、幅方向中央部
の厚み寸法が０．５～３．０ｍｍであり、幅方向両側端の厚み寸法が０．０５～０．２ｍ
ｍであることが、好ましい。
【００３０】
　なお、リボンゴム１０の断面形状は、成形対象となるゴム部（トレッドゴム７）の形態
に応じた種々の断面形状とすることができる。例えば、リボンゴム１０の断面形状は、略
台形状としてもよく、また、平板形状としてもよい。
【００３１】
　なお、成形装置７０は、リボンゴム１０を引き伸ばすためにリボンゴム１０に付加する
引張力を変更することで、巻き付けられるリボンゴム１０の断面積を変更している。具体
的には、巻付部７２の回転速度を変更し、リボンゴム１０に付加する引張力を変更するこ
とで、リボンゴム１０の断面積を変更している。
【００３２】
　本実施形態においては、小形部１２を成形する際の巻付部７２の回転速度は、標準部１
１を成形する際の巻付部７２の回転速度よりも、速い。即ち、巻付部７２の回転速度は、
形成するリボンゴム１０の断面積が小さいほど、速く設定されている。そして、小形部１
２は、リボンゴム１０を引き伸ばすことにより、形成されている。
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【００３３】
　次に、成形装置７０で成形されるゴム部（トレッドゴム７）について、図４及び図５を
参酌して説明する。
【００３４】
　まず、巻付部７２が押出部７１に対して位置を固定している場合には、リボンゴム１０
は、タイヤ周方向Ｄ３に平行となるように、巻付部７２に巻き付けられる。そして、巻付
部７２が押出部７１に対して巻付部７２の軸方向（タイヤ幅方向Ｄ１）で移動している場
合には、リボンゴム１０は、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して交差するように、巻付部
７２に巻き付けられる。
【００３５】
　これにより、図４及び図５に示すように、リボンゴム１０は、タイヤ周方向Ｄ３に平行
となるように、巻付部７２に巻き付けられる状態と、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して
交差するように、巻付部７２に巻き付けられる状態とを繰り返される。その結果、リボン
ゴム１０は、タイヤ幅方向Ｄ１に進むように、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻かれ
る。
【００３６】
　このとき、リボンゴム１０は、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して交差するように、巻
付部７２に巻付けられることで、タイヤ幅方向Ｄ１に所定のピッチで送られている。該ピ
ッチは、リボンゴム１０の幅寸法よりも小さく設定されている。これにより、リボンゴム
１０同士がタイヤ幅方向Ｄ１で重なり合う。なお、該重なり量は、押出部７１と巻付部７
２とのタイヤ幅方向Ｄ１における相対変位量を変更することで、変更できる。
【００３７】
　このようにして、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴム１０は、タイ
ヤ周方向Ｄ３と平行に配置される平行部と、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜し、タイヤ幅
方向Ｄ１の隣り合う二つの列に亘って配置される傾斜部と、を交互に備えることになる。
また、リボンゴム１０（傾斜部）のタイヤ周方向Ｄ３に対する傾斜角度は、例えば、巻付
部７２の回転速度や、押出部７１と巻付部７２とのタイヤ幅方向Ｄ１における相対変位速
度を変更することで、変更できる。
【００３８】
　なお、各傾斜部のタイヤ周方向Ｄ３の長さ（各傾斜部のタイヤ周方向Ｄ３の全周に対す
る割合）は、全て同じに設定されている。例えば、各傾斜部は、１／１８周～１／１２周
の長さ（巻付部７２の回転角度が２０°～３０°に相当する長さ）に設定されている。
【００３９】
　これにより、各傾斜部のタイヤ周方向Ｄ３に対する傾斜角度は、全て同じに設定されて
いる。例えば、傾斜角度は、４５°以下に設定されている。なお、各傾斜部のタイヤ周方
向Ｄ３の長さや、各傾斜部のタイヤ周方向Ｄ３に対する傾斜角度は、それぞれ異なってい
てもよい。
【００４０】
　また、本実施形態においては、リボンゴム１０の第１端部１０ａ、即ち、巻き始端（巻
かれる際の始点となる端部）１０ａは、タイヤ幅方向Ｄ１の一方側（図４及び図５におけ
る右側）の端部に位置する。そして、リボンゴム１０は、タイヤ幅方向Ｄ１の他方側（図
４及び図５における左側）に進むように、巻付部７２に螺旋状に巻き付けられ、リボンゴ
ム１０の第２端部１０ｂ、即ち、巻き終端（巻かれる際の終点となる端部）１０ｂは、タ
イヤ幅方向Ｄ１の他方側の端部に位置する。
【００４１】
　したがって、本実施形態においては、リボンゴム１０は、タイヤ幅方向Ｄ１の進む方向
が一方向（図４及び図５における左側）となるように、巻付部７２に螺旋状に巻き付けら
れる。なお、リボンゴム１０の巻き付け方法は、斯かる方法に限られない。例えば、リボ
ンゴム１０は、ゴム部（トレッドゴム７）のタイヤ幅方向Ｄ１の端部で折り返され、タイ
ヤ幅方向Ｄ１の進む方向を一方側から他方側へ変更するように、巻付部７２に螺旋状に巻
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き付けられてもよい。
【００４２】
　次に、ゴム部（トレッドゴム７）におけるリボンゴム１０の巻き付け状態について、比
較例と比較しつつ、図６～図１３を参酌して説明する。
【００４３】
　まず、比較例に係るリボンゴム１０の巻き始端１０ａ側の巻き付け状態について、図６
及び図７を参酌して説明する。
【００４４】
　図６に示すように、比較例に係るトレッドゴム７においては、リボンゴム１０の巻き始
端１０ａは、外側１列目Ｌ１に位置している。また、比較例に係るリボンゴム１０は、全
長に亘って、一定の断面積である。そして、リボンゴム１０は、外側１列目Ｌ１において
、タイヤ周方向Ｄ３と平行に巻かれる。これにより、第１平行部３１は、タイヤ周方向Ｄ
３と平行に配置される。
【００４５】
　そして、図７に示すように、リボンゴム１０は、外側１列目Ｌ１から外側２列目Ｌ２に
向かうように、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して巻かれる。これにより、第１傾斜部２
１は、巻き方向Ｄ３１において外側１列目Ｌ１から外側２列目Ｌ２に向かうように、タイ
ヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して配置される。
【００４６】
　このとき、第１平行部３１の巻き終端３１ｂ（第１傾斜部２１の巻き始端２１ａ）は、
タイヤ周方向Ｄ３において、第１平行部３１の巻き始端３１ａと同じ位置である。その後
、リボンゴム１０は、外側２列目Ｌ２において、タイヤ周方向Ｄ３と平行に巻かれる。こ
れにより、第２平行部３２は、タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置される。
【００４７】
　このように、比較例に係るトレッドゴム７においては、外側１列目Ｌ１は、第１平行部
３１と第１傾斜部２１の巻き始端２１ａ側とで構成される。これにより、外側１列目Ｌ１
において、第１平行部３１と第１傾斜部２１の巻き始端２１ａ側とが重なることで、ゴム
の余剰箇所（図７における斜線領域Ａ１）が発生する。したがって、外側１列目Ｌ１のゴ
ム重量が、タイヤ周方向Ｄ３において、不均一になる。
【００４８】
　次に、本実施形態に係るリボンゴム１０の巻き始端１０ａ側の巻き付け状態について、
図８及び図９を参酌して説明する。
【００４９】
　図８に示すように、本実施形態に係るトレッドゴム７においては、リボンゴム１０の巻
き始端１０ａは、外側１列目Ｌ１に位置している。そして、リボンゴム１０は、外側１列
目Ｌ１において、タイヤ周方向Ｄ３と平行に巻かれる。これにより、第１平行部３１は、
タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置される。
【００５０】
　なお、第１平行部３１の巻き始端３１ａ側は、小形部１２で構成されている。具体的に
は、第１平行部３１において、所定の境界位置１３よりも巻き方向Ｄ３１と反対側は、小
形部１２で構成され、所定の境界位置１３よりも巻き方向Ｄ３１側は、標準部１１で構成
されている。そして、第１平行部３１の断面積は、巻き始端３１ａから境界位置１３に向
けて、次第に大きくなっている。
【００５１】
　そして、図９に示すように、リボンゴム１０は、外側１列目Ｌ１から外側２列目Ｌ２に
向かうように、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して巻かれる。これにより、第１傾斜部２
１は、巻き方向Ｄ３１において外側１列目Ｌ１から外側２列目Ｌ２に向かうように、タイ
ヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して配置される。
【００５２】
　このとき、第１平行部３１の巻き終端３１ｂ（第１傾斜部２１の巻き始端２１ａ）は、
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タイヤ周方向Ｄ３において、第１平行部３１の巻き始端３１ａと同じ位置である。なお、
「（タイヤ周方向Ｄ３において）同じ位置」とは、完全に同じ位置だけでなく、略同じ位
置も含む。
【００５３】
　また、第１傾斜部２１の巻き終端２１ｂは、標準部１１と小形部１２との境界位置１３
よりも、巻き方向Ｄ３１と反対側に位置している。これにより、第１傾斜部２１のタイヤ
周方向Ｄ３の長さは、小形部１２のタイヤ周方向Ｄ３の長さよりも、短い。そして、第１
傾斜部２１の一部（巻き始端２１ａ側）は、タイヤ径方向Ｄ２の外側から覆うように、第
１平行部３１の小形部１２の一部と重なる。
【００５４】
　その後、リボンゴム１０は、外側２列目Ｌ２において、タイヤ周方向Ｄ３と平行に巻か
れる。これにより、第２平行部３２は、タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置される。さらにそ
の後、リボンゴム１０は、タイヤ周方向Ｄ３において同じ位置で、タイヤ周方向Ｄ３に傾
斜して巻かれる状態と平行に巻かれる状態とを切り替えられる。
【００５５】
　このように、トレッドゴム７の一端側の外側１列目Ｌ１は、第１平行部３１と、第１傾
斜部２１の巻き始端２１ａ側とで構成される。ところで、図１０に示すように、小形部１
２においては、同じ長さの標準部１１に対して、ゴムの不足箇所（図１０における斜線領
域Ａ２）が発生する。なお、図１０は、リボンゴム１０の幅が狭いことで起因する、タイ
ヤ幅方向Ｄ１のゴムの不足領域のみを斜線領域で図示しており、リボンゴム１０の厚みが
薄いことで起因する、タイヤ径方向Ｄ２のゴムの不足領域を図示していない。
【００５６】
　そこで、図１１に示すように、第１傾斜部２１が外側１列目Ｌ１に位置する箇所（図１
１における斜線領域Ａ３）のゴム体積は、小形部１２に起因するゴムの不足箇所Ａ２のゴ
ム体積と同じとしている。これにより、本実施形態に係るトレッドゴム７は、断面積が全
長に亘って一定であるリボンゴム１０で構成される比較例に対して、外側１列目Ｌ１にお
いて、ゴム重量がタイヤ周方向Ｄ３において不均一になることを抑制することができてい
る。
【００５７】
　なお、「（ゴム体積が）同じ」とは、完全に同じことだけでなく、略同じ（例えば、±
１０％）ことも含んでいる。また、「傾斜部が所定の列（外側１列目Ｌ１）に位置するゴ
ム体積」とは、例えば、所定の列Ｌ１のみに位置する箇所のゴム体積をいい、所定の列Ｌ
１と隣の列Ｌ２との両方に位置する箇所（即ち、ピッチ送りによりリボンゴム１０同士が
重なり合う箇所）のゴム体積を除いている。
【００５８】
　次に、本実施形態に係るリボンゴム１０の巻き終端１０ｂ側の巻き付け状態について、
図１２及び図１３を参酌して説明する。
【００５９】
　図１２に示すように、本実施形態に係るトレッドゴム７においては、タイヤ幅方向Ｄ１
の内側から外側２列目Ｌ２まで、リボンゴム１０は、タイヤ周方向Ｄ３において同じ位置
で、タイヤ周方向Ｄ３に平行に巻かれる状態と傾斜して巻かれる状態とを切り替えられて
いる。そして、リボンゴム１０は、外側２列目Ｌ２において、タイヤ周方向Ｄ３と平行に
巻かれている。これにより、第２平行部５２は、タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置される。
【００６０】
　その後、リボンゴム１０は、外側２列目Ｌ２から外側１列目Ｌ１に向かうように、タイ
ヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して巻かれる。これにより、第１傾斜部４１は、巻き方向Ｄ３
１において外側２列目Ｌ２から外側１列目Ｌ１に向かうように、タイヤ周方向Ｄ３に対し
て傾斜して配置される。そして、リボンゴム１０は、外側１列目Ｌ１において、タイヤ周
方向Ｄ３と平行に巻かれる。これにより、第１平行部５１は、タイヤ周方向Ｄ３と平行に
配置される。
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【００６１】
　そして、図１３に示すように、第１平行部５１の巻き終端５１ｂは、タイヤ周方向Ｄ３
において、第１平行部５１の巻き始端５１ａ（第１傾斜部４１の巻き終端４１ｂ）と同じ
位置である。また、第１傾斜部４１の巻き始端４１ａは、標準部１１と小形部１２との境
界位置１３よりも、巻き方向Ｄ３１側に位置している。なお、本実施形態に係るトレッド
ゴム７においては、リボンゴム１０の巻き終端１０ｂは、外側１列目Ｌ１に位置すること
になる。
【００６２】
　これにより、小形部１２のタイヤ周方向Ｄ３の長さは、第１傾斜部４１のタイヤ周方向
Ｄ３の長さよりも、長い。そして、第１傾斜部４１の一部（巻き終端４１ｂ側）は、タイ
ヤ径方向Ｄ２の外側から覆われるように、第１平行部５１の小形部１２の一部と重なる。
【００６３】
　このように、トレッドゴム７の他端側の外側１列目Ｌ１は、第１傾斜部４１の巻き終端
４１ｂ側と、第１平行部５１とで構成される。ところで、小形部１２においては、同じ長
さの標準部１１に対して、幅が狭いこと及び厚みが薄いことで起因する、ゴムの不足箇所
が発生する。
【００６４】
　そこで、第１傾斜部４１が外側１列目Ｌ１に位置する箇所のゴム体積は、小形部１２に
起因するゴムの不足箇所のゴム体積と同じとしている。これにより、本実施形態に係るト
レッドゴム７は、断面積が全長に亘って一定であるリボンゴム１０で構成される比較例に
対して、外側１列目Ｌ１において、ゴム重量がタイヤ周方向Ｄ３において不均一になるこ
とを抑制することができている。
【００６５】
　以上より、本実施形態に係るタイヤ１は、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻かれた
リボンゴム１０により形成されるゴム部（具体的には、トレッドゴム７）を備えるタイヤ
１であって、前記リボンゴム１０は、第１端部３１ａ，５１ｂが前記リボンゴム１０の端
部１０ａ，１０ｂであり、タイヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１を構成すべく、タイヤ周方向
Ｄ３と平行に配置される平行部３１，５１と、第１端部２１ａ，４１ｂが前記平行部３１
，５１の第２端部３１ｂ，５１ａと連結され、タイヤ幅方向Ｄ１の前記所定の列Ｌ１から
その隣の列Ｌ２に亘って、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して配置される傾斜部２１，４
１と、を備え、前記平行部３１，５１は、前記第２端部３１ｂ，５１ａの断面積と同じ断
面積である標準部１１と、前記第１端部３１ａ、５１ｂ側に配置され、前記標準部１１の
断面積より小さい断面積である小形部１２と、を備え、前記平行部３１，５１の前記第１
端部３１ａ，５１ｂと前記第２端部３１ｂ，５１ａとのタイヤ周方向Ｄ３の位置は、同じ
であり、前記傾斜部２１，４１の一部は、前記小形部１２の一部と重なるように配置され
、前記傾斜部２１，４１がタイヤ幅方向Ｄ１の前記所定の列Ｌ１に位置するゴム体積は、
前記小形部１２が同じ長さの前記標準部１１に対して不足するゴム体積と同じである。
【００６６】
　斯かる構成によれば、平行部３１，５１の第１端部３１ａ，５１ｂがリボンゴム１０の
端部１０ａ，１０ｂであるため、平行部３１，５１の第１端部３１ａ，５１ｂは、リボン
ゴム１０の巻き始端１０ａ又は巻き終端１０ｂとなる。そして、平行部３１，５１は、タ
イヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１を構成すべく、タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置されている
。また、平行部３１，５１は、第２端部３１ｂ，５１ａの断面積と同じ断面積である標準
部１１と、第１端部３１ａ，５１ｂ側に配置され、標準部１１の断面積より小さい断面積
である小形部１２とを備えている。
【００６７】
　傾斜部２１，４１は、第１端部２１ａ，４１ｂが平行部３１の第２端部３１ｂ，５１ａ
と連結され、タイヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１からその隣の列Ｌ２に亘って、タイヤ周方
向Ｄ３に対して傾斜して配置されている。そして、平行部３１，５１の第１端部３１ａ，
５１ｂと第２端部３１ｂ，５１ａとのタイヤ周方向Ｄ３の位置は、同じであり、傾斜部３
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１，５１の一部は、小形部１２の一部と重なるように配置されている。
【００６８】
　さらに、傾斜部２１，４１がタイヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１に位置するゴム体積は、
小形部１２が同じ長さの標準部１１に対して不足するゴム体積と同じである。これにより
、平行部３１，５１が構成する所定の列Ｌ１において、ゴム重量がタイヤ周方向Ｄ３にお
いて不均一になることを抑制することができる。
【００６９】
　また、本実施形態に係るタイヤ１においては、前記小形部１２の断面形状は、前記小形
部１２の断面積が前記平行部３１，５１の前記第１端部３１ａ，５１ｂから前記標準部１
１に向けて次第に大きくなるように、前記標準部１１の断面形状と相似形状である、とい
う構成である。
【００７０】
　斯かる構成によれば、小形部１２の断面形状が、標準部１１の断面形状と相似形状であ
り、そして、小形部１２の断面積が、平行部３１，５１の第１端部３１ａ，５１ｂから標
準部１１に向けて次第に大きくなっている。これにより、平行部３１，５１が構成する所
定の列Ｌ１において、ゴム重量がタイヤ周方向Ｄ３において不均一になることを効果的に
抑制することができる。
【００７１】
　また、本実施形態に係るタイヤ１においては、前記平行部３１は、巻き始端３１ａが前
記リボンゴム１０の巻き始端１０ａであり、タイヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１を構成すべ
く、タイヤ周方向Ｄ３と平行に配置され、前記傾斜部２１は、巻き始端２１ａが前記平行
部３１の巻き終端３１ｂと連結され、巻き方向Ｄ３１においてタイヤ幅方向Ｄ１の前記所
定の列Ｌ１からその隣の列Ｌ２に向かって、タイヤ周方向Ｄ３に対して傾斜して配置され
、前記傾斜部２１の一部は、タイヤ径方向Ｄ２の外側から覆うように、前記小形部１２の
一部と重なる、という構成である。
【００７２】
　また、本実施形態に係るタイヤ１においては、前記傾斜部４１は、巻き方向Ｄ３１にお
いてタイヤ幅方向Ｄ１の前記隣の列Ｌ２から前記所定の列Ｌ１に向かって、タイヤ周方向
Ｄ３に対して傾斜して配置され、前記平行部５１は、巻き始端５１ａが前記傾斜部４１の
巻き終端４１ｂと連結され、タイヤ幅方向Ｄ１の前記所定の列Ｌ１を構成すべく、タイヤ
周方向Ｄ３と平行に配置され、そして、巻き終端５１ｂが前記リボンゴム１０の巻き終端
１０ｂであり、前記傾斜部４１の一部は、タイヤ径方向Ｄ２の外側から覆われるように、
前記小形部１２の一部と重なる、という構成である。
【００７３】
　また、本実施形態に係るタイヤ１の製造方法は、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻
かれたリボンゴム１０により形成されるゴム部（具体的には、トレッドゴム７）を備える
タイヤ１の製造方法であって、断面形状が一定である前記リボンゴム１０を成形するよう
に、ゴムを押し出すことと、回転する巻付部７２に、押し出されて成形された前記リボン
ゴム１０を巻き付けることと、を含み、前記リボンゴム１０を引き伸ばすために前記リボ
ンゴム１０に付加する引張力を変更することで、前記巻き付けられるリボンゴム１０の断
面積を変更する。
【００７４】
　斯かる方法によれば、ゴムを押し出すことで、断面形状が一定であるリボンゴム１０を
成形し、押し出されて成形されたリボンゴム１０を、回転する巻付部７２に巻き付ける。
これにより、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻かれたリボンゴム１０により形成され
るゴム部（具体的には、トレッドゴム７）を備えるタイヤ１を製造できる。
【００７５】
　そして、リボンゴム１０を引き伸ばすためにリボンゴム１０に付加する引張力を変更す
ることで、巻き付けられるリボンゴム１０の断面積を変更する。これにより、形成するゴ
ム部の形状に対応して、リボンゴム１０の断面積を変更することで、ゴム重量が不均一に



(12) JP 2017-100612 A 2017.6.8

10

20

30

40

50

なることを抑制できる。
【００７６】
　また、本実施形態に係るタイヤ１の製造方法は、前記リボンゴム１０に付加する引張力
を変更すべく、前記巻付部７２の回転速度を変更する、という方法である。
【００７７】
　斯かる方法によれば、巻付部７２の回転速度を変更することで、リボンゴム１０に付加
する引張力を変更することができる。これにより、巻き付けられるリボンゴム１０の断面
積を容易に変更することができる。
【００７８】
　なお、タイヤ及びタイヤの製造方法は、上記した実施形態の構成に限定されるものでは
なく、また、上記した作用効果に限定されるものではない。また、タイヤ及びタイヤの製
造方法は、本発明の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論であ
る。例えば、下記する各種の変更例に係る構成や方法等を任意に一つ又は複数選択して、
上記した実施形態に係る構成や方法等に採用してもよいことは勿論である。
【００７９】
　上記実施形態に係るタイヤ１においては、小形部１２は、リボンゴム１０の巻き始端１
０ａ側と巻き終端１０ｂ側の両方とにそれぞれ備えられる、という構成である。しかしな
がら、タイヤは、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤにおいては、小形部１２は、
リボンゴム１０の巻き始端１０ａ側又は巻き終端１０ｂ側の一方のみに備えられる、とい
う構成でもよい。
【００８０】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１においては、リボンゴム１０の端部１０ａ，１０ｂ
、即ち、小形部１２は、タイヤ幅方向Ｄ１の外側１列目Ｌ１に配置される、という構成で
ある。しかしながら、タイヤは、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤにおいては、
リボンゴム１０の端部１０ａ，１０ｂ、即ち、小形部１２は、タイヤ幅方向Ｄ１の外側２
列目Ｌ２や外側３列目Ｌ３に配置されてもよく、即ち、タイヤ幅方向Ｄ１の何れの列に配
置されてもよい。
【００８１】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１においては、小形部１２の断面形状は、標準部１１
の断面形状と相似形である、という構成である。しかしながら、タイヤは、斯かる構成に
限られない。例えば、タイヤにおいては、小形部１２の断面形状は、標準部１１の断面形
状と非相似形である、という構成でもよい。
【００８２】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１においては、小形部１２の断面積は、平行部３１，
５１の第１端部３１ａ，５１ｂから標準部１１に向けて連続的に大きくなっている、とい
う構成である。しかしながら、タイヤは、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤにお
いては、小形部１２の断面積は、平行部３１，５１の第１端部３１ａ，５１ｂから標準部
１１に向けて段階的に大きくなっている、という構成でもよい。
【００８３】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１においては、リボンゴム１０を引き伸ばすことによ
り、リボンゴム１０の断面積が変更される（即ち、小形部１２が形成される）、という構
成である。しかしながら、タイヤは、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤにおいて
は、押出部７１から押し出されるゴムの断面形状を変更したり、押出部７１からの単位時
間当たりのゴムの押し出し量を変更したりすることにより、リボンゴム１０の断面積が変
更される、という構成でもよい。
【００８４】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１及びタイヤ１の製造方法においては、巻付部７２の
回転速度を変更することにより、リボンゴム１０に付加する引張力を変更し、リボンゴム
１０の断面積が変更される（即ち、小形部１２が形成される）、という構成である。しか
しながら、タイヤ及びタイヤの製造方法は、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤ及
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びタイヤの製造方法においては、図１４に示すように、引張機構７４がリボンゴム１０を
引っ張ることにより、リボンゴム１０の断面積が変更される、という構成でもよい。
【００８５】
　図１４に係る成形装置７０は、押出部７１から押し出されたリボンゴム１０を巻付部７
２に向けて搬送する搬送機構７５と、リボンゴム１０を把持して引っ張る引張機構７４と
をさらに備えている。なお、搬送機構７５は、複数の搬送ローラ７５ａを備え、搬送ロー
ラ７５ａ，７５ａ同士間の距離を変更することで、リボンゴム１０を引っ張って断面積を
変更する、即ち、引張機構７４の機能を兼用する、という構成でもよい。
【００８６】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１及びタイヤ１の製造方法においては、ゴム部（トレ
ッドゴム７）を成形する成形装置７０は、一つの巻付部７２に対して、一つの押出部７１
を備えている、という構成である。しかしながら、タイヤ及びタイヤの製造法は、斯かる
構成に限られない。
【００８７】
　例えば、タイヤ及びタイヤの製造方法においては、図１５に示すように、成形装置７０
は、一つの巻付部７２に対して、複数（図１５においては二つ）の押出部７１を備えてい
る、という構成でもよい。なお、図１５に係る成形装置７０において成形されたゴム部（
トレッドゴム７）は、例えば、小形部１２は、タイヤ幅方向Ｄ１の所定の列Ｌ１で、二つ
備えられることになる。
【００８８】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１においては、タイヤ周方向Ｄ３に沿って螺旋状に巻
かれたリボンゴム１０により形成されるゴム部は、トレッドゴム７である、という構成で
ある。しかしながら、タイヤは、斯かる構成に限られない。例えば、タイヤにおいては、
リボンゴム１０により形成されるゴム部は、トレッドゴム７の一部でもよく、他のゴム２
ｂ，３ａ，６でもよい。要するに、リボンゴム１０により形成されるゴム部は、限定され
ない。
【００８９】
　また、上記実施形態に係るタイヤ１の製造方法は、小形部１２をリボンゴム１０の端部
１０ａ，１０ｂ側に形成する、という方法である。しかしながら、タイヤの製造方法は、
斯かる方法に限れられない。例えば、タイヤの製造方法は、リボンゴム１０の中間部に小
形部１２を形成する、という方法でもよく、１本のリボンゴム１０に対して、複数の小形
部１２を断続的に形成する、という方法でもよい。
【００９０】
　また、タイヤ１は、加硫前のタイヤ（未加硫タイヤ）も、加硫後のタイヤ（加硫タイヤ
）も含まれる。なお、加硫後のタイヤにおいては、タイヤ１を鋭利な刃物で切断し、その
断面により、リボンゴム１０の境界面を観察することができる。これにより、リボンゴム
１０の巻き状態の特定は、可能である。
【符号の説明】
【００９１】
　１…タイヤ、２…ビード部、２ａ…ビード、２ｂ…リムストリップゴム、３…サイドウ
ォール部、３ａ…サイドウォールゴム、４…トレッド部、５…カーカス層、５ａ…カーカ
スプライ、６…インナーライナー、７…トレッドゴム、８…ベルト層、８ａ…ベルトプラ
イ、８ｂ…ベルトプライ、１０…リボンゴム、１０ａ…巻き始端（第１端部）、１０ｂ…
巻き終端（第２端部）、１１…標準部、１２…小形部、１３…境界位置、２１…第１傾斜
部、２１ａ…巻き始端（第１端部）、２１ｂ…巻き終端、３１…第１平行部、３１ａ…巻
き始端（第１端部）、３１ｂ…巻き終端（第２端部）、３２…第２平行部、４１…第１傾
斜部、４１ａ…巻き始端、４１ｂ…巻き終端（第１端部）、５１…第１平行部、５１ａ…
巻き始端（第２端部）、５１ｂ…巻き終端（第１端部）、５２…第２平行部、７０…成形
装置、７１…押出部、７２…巻付部、７３…制御部、７４…引張機構、７５…搬送機構、
７５ａ…搬送ローラ、１００…リム、Ｄ１…タイヤ幅方向、Ｄ２…タイヤ径方向、Ｄ３…
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タイヤ周方向、Ｄ４…回転方向、Ｄ３１…巻き方向、Ｓ１…タイヤ赤道面
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